A Correspondence of Mitsui Bussan Kaisha to the Great Earthquake of 1923 by 麻島 昭一
関東大震災と三井物産
麻 島 昭 一
目 次




１） 概 況 ……………………………………………………………………………………………………６
２） 業種別調査結果 …………………………………………………………………………………………７
（１） 繊維分野 （２） 軽工業分野 （３） 金属・機械分野
（４） 化学等分野 （５） その他分野 （６） 銀行・火災保険・倉庫
３） 若干の考察 ………………………………………………………………………………………………３８
（１） 業種別 （２） 罹災内容別 （３） 財閥等の資本系列
５．む す び……………………………………………………………………………………………………４３


























































１ 営業所（日本橋区住吉町）全焼 損害 ５万円
２ 沼津工場 被害軽微（旧富士毛織会社）
３ 館林 〃 〃 ナシ
４ 中山 〃 防火壁倒壊，織機無事，紡機転倒 〃 ５万円
５ 練馬 〃 紡績工場混綿室以外全潰，機械無事，紡機全滅 〃 １００万円













































































































工場別 工場数 職工数 平均（人）
染 織 工 場
機械及器具工場
化 学 工 場
飲 食 物 工 場
雑 工 場



























































































































東 京 小 計
横浜支店・生糸部














































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































工場数 ６，４６０ 焼失 ３，０３０































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































東 京 海 上
神 戸 海 上
横 浜 火 災
東 京 火 災
明 治 火 災
日 本 火 災
共 同 火 災
千代田火災
帝 国 海 上
大 阪 海 上




























































































































横 浜 船 渠

























































































































































































































































































































（イ） 本社存在 工場等の設備あり 単独あるいは主力工場 ①
同 地域外にも多数あり ②
工場等の設備なし ③
（ロ） 主店舗存在 営業基盤あり ④
同 なし ⑤
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（イ） ③は，工場等が域外であるため，本社建物や倉庫在庫程度の被害しかない場合で，鉱業各
社，電力各社，製糖各社のほか，日本製鋼所，電気化学工業，大日本セルロイド，などを挙
げることができる。
（ロ） の④は，罹災地に本拠を置く商社であって，罹災地を営業基盤とする場合で，深川・本所
や日本橋・京橋に立地する材木商・金物商・砂糖問屋，紙商，薬品商などで，横浜の生糸商
も含まれる。これらは店舗・倉庫・在庫を焼失した場合であり，被害如何は存否にかかわ
る。⑤の罹災地外を営業基盤とする場合は，あまり例がないであろう。
（ハ） ⑥は，域外に本拠があり，罹災地に支店・出張所，営業所を置き，工場も持つ場合である
が，その例は極めて少ない（服部商店，大日本セルロイド，大日本紡，東洋紡，上毛モスリ
ン，新潟木材東京支店）。罹災地工場での損失が大日本紡３００万円・東洋紡５００万円，上毛
モスリン３００万円と発生しているが，他は少額であった。
（ハ） ⑦は，罹災地に支店・営業所等を置くだけで，建物・在庫の被害を生じた場合で，中央製
紙，台湾製糖東京出張所，日本毛織，満蒙毛織，山保毛織，秋田木材東京出張所，神栄，加
藤商店，高津商事東京支店，難波又三郎商店，岡谷合資，森六東京支店，喜多組東京支店な
ど結構ある。多くの場合，被害額自体は少ない。
（３） 財閥等の資本系列
罹災地における三井系の取引先は被害額順にいえば１，０００～１，５００万円と取沙汰される芝浦製作
所，三越呉服店７４０万円，王子製紙４５０万円，鐘紡２００万円，日本製粉１００万円が主な先で，特に芝
浦，三越は重大な被害である。反面，台湾製糖７８万円，日本製鋼所６万円，大日本セルロイド３万
円，北海道炭砿汽船１万円，電気化学工業軽微はほとんど被害がなかった方である。
三菱系では日本郵船７００万円，その系列横浜船渠６００万円，強いていえば麒麟麦酒１３０万円しかな
い。
住友系では日本電気２５０万円だけである。
古河系では古河電工４５０万円，横浜護謨１００万円，古河鉱業１０万円，旭電化３万円である。
浅野系では浅野セメント３００万円，浅野造船所３００万円，日本鋼管５０万円，東洋汽船６０万円であ
る。
久原系では日立製作所２０万円，久原鉱業１０万円であった。
安田系は帝国製麻２４７万円のみである。
このように三井系が多いのは当然であるが，関西立地の住友系はほとんどなく，また東京立地でも
三菱系もほとんどなく，古河，浅野，安田，久原などに若干の取引関係を持っていたのである。これ
らのうち被害額が大きかったのは芝浦製作所と三越ぐらいで，多くは大した被害でなく，むしろ軽微
―４２―
な企業も少なくなかった。
５．む す び
以上の考察を踏まえて，最後に筆者なりに若干の整理をしておこう。本稿で依拠した「当社取引先
罹災状況調」は，その名の通り「当社」＝三井物産の罹災地における取引先についてであるが，類似
の調査は見当たらないだけに珍しいものである。
第１に，本調査の性格は，関東大震災という異常事態に遭遇した三井物産が自社債権確保のための
取引先信用調査であった。社内向けに注意を喚起する材料である。そして調査は罹災地取引先につい
て網羅的であることに第１の特徴がある。ただし，短期間での調査であるし，被害未確定の要素もあ
り，調査に精粗があるのは止むを得まい。また，原則として物産自身が被害状況の調査を行い，被害
額の推定，回復可能性にまで言及している点に第２の特徴がある。会社発表の受け売り，世上の噂に
止まることなく，独自の判断を加えている。物産の調査力を高く評価して良いと思われる。
本調査は，経営トップないし幹部に罹災地取引先全体の状況を伝え，営業方針検討のための情報提
供であり，営業店部に対しては取引展開上の参考材料の提供であろう。当該店は調査課に協力して材
料提供もした模様であり，現地事情に詳しいはずであろう。したがって本調査は，当該店に被害状況
を伝達するのではなく，他店の取引上の参考として流したと考えられる。
第２に，この調査の限界である。もちろん罹災地の自社取引先に限定しての調査であって，震災被
害全般を示すものではない。調査対象は別言すれば本店各部，営業部，横浜支店の取引先といってよ
かろう。震災後３カ月でまとめられた，いわば速報であって，１回限りの調査であって，追跡調査の
可能性はあるまい。したがって，この調査で危険が予測された取引先のその後の安否は不明である。
調査課が出した被害予測額や見解の妥当性は，検証のしようがない。
また，罹災取引先全体への債権額は示されているが（第３表では罹災先２，２６０万円，免災先１，２２５
万円を表示），個々の取引先については不明で，被害の大小，危険度の判定と債権額の照合はできな
い。債権額の安否に関して踏み込んだ観察はできないということである。
さらに，調査では考察が不十分な点もある。すなわち，罹災のため休業中の損失の査定，復旧に必
要な資金額とその調達可能性，生産減少による需給関係への影響の測定，被害による損失の処理方
法，売掛金の回収見込みなど，一部の企業についてはそこまで踏み込んだ調査結果が示されてはいる
が，多くの場合は示せないままに終わっている。問題の性質上無理な注文であろう。
第３に，この調査結果から知り得たことで重要と思われるのは，次の諸点である。
①罹災による被害は決して一律ではなく，企業の体質により大きく異なる。すなわち生産設備を擁す
る製造業でも，罹災地の工場が潰滅しても地域外に多数工場を有すれば救われるし（大企業に多く
みられる），もともと罹災地に生産設備がない場合も被害は無関係に等しく（たとえば製糖会社，鉱
―４３―
山・炭砿会社など），罹災地に主力工場を置くか，あるいは罹災地にしか工場がない場合は企業の
存立にかかわるであろう（たとえば罹災地の電燈・瓦斯会社，電鉄会社，造船所など）。商業では店
舗・在庫中心の罹災であって，罹災地に営業拠点・区域を持つものは潰滅した。すなわち特定地域
に密集する同業者が枕を並べて討ち死にする形となった（たとえば金物商・木材商・薬種商・砂糖
商・生糸商など）。
②個別企業で罹災の程度を問題にするとき，被害額の大小もさることながら，その企業の体力を考慮
して危険度を判断する必要があろう。前掲の多数工場を持つ企業が，一部工場だけの罹災で済んだ
場合はその例であるが，個人企業では店主の個人資産や信用の程度も考慮材料となる。その観点か
ら罹災企業を必ずしも不安視していない例が多くみられた。
③物産の取引先は大企業ばかりでなく，中堅企業，中小商社とも広く関係しており，業種もかなり広
い。総合商社の体質上，業種が多岐にわたり，生産・流通をカバ－している。物産取引先は選別さ
れていると自称するが，一応そのように思えるものの，流通段階の個人商店クラスになると判断し
にくい。
④罹災の影響は全ての企業でマイナスではなく，業種によっては需給関係が好転し，活況が予想され
たり，設備焼失で生産能力減少→生産過剰解消という場合もあり，震災によってむしろ好影響さえ
見込まれる場合も少なくなかった。
ともかく本調査は，関東大震災における物産の対応ぶり（債権確保）をよく示す事例であり，併せて
罹災地に限定されてはいるが，当時の物産取引先の範囲を示し，罹災先の被害が物産にまで波及して
打撃をもたらすものでなかったことを現している。したがって本調査の紹介は物産研究の一翼を構成
する興味深いものと思われる。
―４４―
